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住宅ストック維持・向上促進事業 

 

（良質住宅ストック形成のための市場環境整備促進事業） 

 

補助金交付申請等マニュアル 

 

 

 
≪本事業に関するお問い合わせ≫ 

 

 名称 ： 一般財団法人 住宅保証支援機構 

 住所 ： 〒１６２-０８２５ 

       東京都新宿区神楽坂６－６７－３Ｆ 

 電話 ： ０３－６２８０－７２０１ 

 ＦＡＸ ： ０３－６２８０－７３４２ 

 ＭＡＩＬ： shienshitsu@how.or.jp 

 担当 ： 土屋・下地・清水 

 受付 ： 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）９：３０～１７：００ 

 

※問い合わせは、原則メールでご連絡下さい。 

 

mailto:shienshitsu@how.or.jp


補助金の交付を受けるための留意事項 

 

 

 

※ 補助金の交付を受けるためには、最初に本マニュアルの最後まで熟読し、補助金交付手続き

の全体の流れを理解するよう努めてください。 

※ 補助対象となる事業を実施する前に、本マニュアルに従って事務事業者に対して補助金の交

付申請を行い、補助金の交付決定を受けなければなりません。交付決定前に契約を行った場

合には、補助金は交付されませんので注意してください。 

※ 交付申請の内容である補助事業を完了させ、本マニュアルに従って完了実績報告を行わなけ

れば補助金は交付されません。 

※ 補助事業の内容を変更した場合は、必ず事務事業者へ相談し、変更に係る手続きが必要か確

認してください。無断で事業内容を変更した場合には、補助金が交付されないこととなりま

すのでご注意ください。 

※ 複数年度にまたがる事業の場合、毎年度補助金の交付申請及び完了実績報告を行わなけれ

ば、補助金は交付されません。 

※ 他の国の補助金又は交付金の交付を受けるものについては、本事業の補助金は交付されませ

んので、工事区分を別にするなど明確に区分して補助対象額に含めないでください。 
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令和６年度住宅ストック維持・向上促進事業 

（良質住宅ストック形成のための市場環境整備促進事業） 

補助金交付申請等マニュアル 

  

はじめに 

 

本マニュアルは、令和６年度住宅ストック維持・向上促進事業（以下「本事業」という。）の、

補助金の交付を受けて実施する事業（以下「補助事業」という。）において、当該事業を実施する

者（以下「補助事業者」という。）の事務処理が円滑に実施されることを目的として作成されてい

ます。 

補助事業者は、本マニュアルに従って所要の手続きを適切に実施するとともに、補助事業に係

る物件の入手又は費用の発生にあたって、価格の妥当性及び適切な経理処理等について、第三者

に対し合理的に説明することができるよう留意するとともに、補助事業に係る書類を整理・保管

し、補助事業に係る資金支出額を明確にしなければなりません。 

本事業においては、これらの手続きを円滑に執行するため、本事業の補助金交付に係る事務事

業を行う者（以下「事務事業者」という。）を指定します。以下の手続き及びこれに関連する通

知・質問受付等の宛先は「事務事業者」となります。令和６年度は、一般財団法人住宅保証支援

機構が事務事業者として指定されています。 

また補助事業者の提案内容を踏まえ、横断的分析・研究を進めるとともに、補助事業者に効果

的な助言を行う者（以下、「調査・評価事業者」といいます。）を指定します。令和６年度は、株

式会社ニッセイ基礎研究所が調査・評価事業者として指定されています。 

 

 

事務事業者 

一般財団法人住宅保証支援機構 

事務事業支援室 土屋・下地・清水 

電話   ：０３－６２８０－７２０１ 

ＦＡＸ  ：０３－６２８０－７３４２ 

ＭＡＩＬ：shienshitsu@how.or.jp 

 

 

調査・評価事業者 

株式会社ニッセイ基礎研究所 社会研究部 
都市政策調査室長      塩澤 誠一郎 

金融調査室長        福本 勇樹 

研究員            胡   笳 

研究員            島田 壮一郎 

電話  ：０３－３５１２－１７９４ 

ＭＡＩＬ：chosa-d@nli-research.co.jp    

 

 

 

mailto:shienshitsu@how.or.jp
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Ⅰ．事業の概要 

 

Ⅰ-１． 事業の内容 

本事業は、良質な住宅を供給する建築士や住宅事業者、住宅の維持管理に関わる検査事業者や

住宅履歴管理業者、住宅の資産価値を評価する宅建業者・不動産鑑定士や金融機関等が連携した

協議会等が、良質な住宅ストックの整備やその後の維持管理、リフォームの実施等による住宅の

質の維持・向上が適正に評価されるような、住宅ストックの維持向上・評価・流通・金融等の一

体的な仕組みを開発・周知し、当該仕組みを試行する事業に支援を行うものです。 

 

Ⅰ-２． 補助対象となる経費  

 補助金の配分額（申請可能額）は、提案された内容について、予算の範囲内で、提案書類に記

載された額及び事業計画等を総合的に考慮して決定されますので、提案事業が選定されたからと

いって、要望のとおり配分されるとは限りません。 

なお、提案した内容の全てが採択されるとは限りません。国土交通省より送付される「採択通

知書」に記載された内容を十分に確認してください。 
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（１）仕組みの開発に要する経費 

＜補助対象となる経費（補助率：定額）＞   

提案事業区分 補助額 

先導型事業 

仕組みの開発に要する経費について、補助率は定額で、採択通知書に記載
された交付上限額（仕組みの開発に要する経費）を限度として補助しま
す。（補助対象となる個々の費目については別添１「費目一覧表」参照）
対象となる期間は、交付決定通知書記載の日～令和７年１月３１日迄とな
ります。 

 

具体的には、以下に例示する経費が想定されます。 

 

 

＜補助対象となる経費※１※２の例＞ 

 ・検討会の実施に要する経費 

 ・ニーズ調査、実態調査に要する経費・システム開発に要する経費※３ 

   ・仕組みの開発時の効果検証等に必要となる試行的な工事等に要する経費 

 ・その他仕組みの詳細検討・技術検討に要する経費（対象区域の設定、対象となる 

住宅の調査・不動産鑑定評価※４、住宅所有者や購入希望者等のニーズ調査、インス 

ペクションの実施レベル・実施頻度の設定、金融商品の要件設定） 等 

 

  

【留意点】 

※１ 補助対象となるのは、本事業における新たな取組みにかかる経費であり、協議会等や

協議会等を構成する個々の主体が行う既往の取組みや事業にかかる経費は対象になり

ません。 

※２ 「（別添１）費目一覧表」における、費目一覧・費用毎の必要提出物のとおり、完了実

績報告時に領収書や送金伝票等支出額を示す証拠書類の写し等の提出が必要です。な

お、給料及び賃金については、給与明細、銀行振込の証憑（振込明細書）、勤務管理簿

や勤務日誌簿等の写しの提出が必要です。 

※３ 仕組みの開発にかかる経費のうち、「システム開発費」については、本事業のために新

たにシステム開発する場合は補助対象となります。ただし、既存のシステムを改修・

改変して開発するものにあっては、本事業のために要した内容・経費として明確に区

別して説明・計上できる場合にのみ補助対象とします。 

※４ 「不動産鑑定評価に係る費用」については、仕組みの開発の過程で不動産鑑定評価を

行う場合の費用は補助対象となりますが、開発した仕組みを利用するために行う不動

産鑑定に要する費用については、補助対象となりません。 

※５ 複数年度の計画を提案する場合は、年度毎に事業提案を行う必要があります。その

際、提案内容を審査の上、採択の可否及び補助額を決定します。 
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（２）体制整備及び周知に要する経費 

＜補助対象となる経費（補助率：定額）＞  

提案事業区分 補助額 

先導型事業 

普及型事業 

体制整備及び周知に要する経費について、補助率は定額で、採択通知書に
記載された交付上限額（体制整備及び周知に要する経費）を限度として補
助します（補助対象となる個々の費目については別添１「費目一覧表」参
照）。対象となる期間は、交付決定通知書記載の日～令和７年１月３１日
迄となります。 

 

具体的には、以下に例示する経費が想定されます。 

 

 

＜補助対象となる経費※１※２※３の例＞ 

○体制整備にかかる経費 

 ・協議会等の各構成員の調整に要する経費 

 ・ホームページの作成に要する経費（ホームページの運営に係る費用は対象外） 

 ・チラシ・パンフレットの検討・作成に要する経費 

 

○周知にかかる経費（仕組みが完成した後に補助の対象となるもの） 

・チラシ・パンフレットの印刷に要する経費 

 ・開発した仕組みの事業者向け、消費者向け説明会やセミナーの開催に要する経費 等 

 

 

【留意点】 

※１ 補助対象となるのは、本事業における新たな取組みにかかる経費であり、協議会等や協議

会等を構成する個々の主体が行う既往の取組みや事業にかかる経費は対象になりません。 

※２ 「（別添１）費目一覧表」における、費目一覧・費用毎の必要提出物のとおり、完了実績 

報告時に領収書や送金伝票等支出額を示す証拠書類の写し等の提出が必要です。なお、 

給料及び賃金については、給与明細、銀行振込の証憑（振込明細書）、勤務管理簿や勤務 

日誌簿等の写しの提出が必要です。 

※３ 「体制整備及び周知に要する経費」のうち「周知にかかる経費」については、原則とし 

て「仕組みの開発が完了する前は対象になりません。仕組みの完成確認書を受領し、周 

知に係る交付決定を受けてから周知を開始してください。 

※４ ホームページの作成に要する経費については、本事業のために新たに開発・作成する場 

合を補助対象となります。ただし、既存のホームページ等を改修・改変するものにあっ 

ては、本事業のために要した内容・経費として明確に区別して説明・計上できる場合に 

のみ補助対象とします。 

※５ 複数年度の計画を提案する場合は、各年度に事業提案を行う必要があります。その際、 

提案内容を審査の上、採択の可否及び補助額を決定します。 
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（３）性能維持向上に要する経費 

＜補助対象となる経費＞ 

提案事業区分 補 助 額 

先導型事業 

普及型事業 

「ア.住宅の適切な維持に要する経費」および「イ.住宅の質の向上に
要する経費」について、採択通知書に記載された交付上限額（性能維
持向上に要する経費）を限度として、住戸１戸あたり１００万円以内
の額を補助します（補助率は補助対象経費により異なります）。対象
となる期間は交付決定通知書記載の日～令和７年１月３１日迄となり
ます。 

 

  具体的には、「表１ 性能維持向上に係る費用の必須要件と補助対象の関係」のとおりです。 

 

＜表１ 性能維持向上に係る費用の補助要件と補助対象の関係＞ 

 
既存住宅 

新築住宅 

（先導型事業に限る） 

補助要件 補助対象 補助要件 補助対象 

ア．住宅の適切な維持に要する経費（補助率：定額）※１ 

（ⅰ） 
インスペクシ

ョン※２の実施 

既存住宅の購

入時又はリフ

ォーム時 
○ ○ － － 

（ⅱ） 
住宅履歴情報

の作成 

既存住宅の購

入時、リフォ

ーム時又は新

築時 

○ ○ ○ 

○ 

（保存のた

めのサービ

ス利用経費

のみ） 

（ⅲ） 瑕疵保険への加入 ○ ○ － － 

（ⅳ） 維持保全計画の作成 ○ ○ ○ － 

イ．住宅の質の向上に要する経費（補助率：1/3※３） 

工事費 

①耐震性の評価基

準を満たすこと

（別添２参照） 

②リフォーム工事

着手前のインスペ

クションで確認さ

れた劣化事象のう

ち、劣化が著しい

と指摘された事象

について、当該リ

フォーム工事によ

り補修を行うこと 

｛（左欄②の要

件を満たすた

めに必要なリ

フォーム費

用）＋（仕組

みに対応する

ために設定し

た性能基準に

適合するため

のリフォーム

費用）｝ 

×１／３ 

原則、長期優良住

宅又は設計住宅性

能評価で長期優良

住宅相当以上の等

級を取得した住宅

であること。ま

た、一定の要件を

満たすこと※４。 

仕組みに対

応するため

に設定した

性能基準に

適合するた

めの掛かり

増し分 

×１／３ 

※１ 性能維持向上に係る補助精算額（インスペクション費用、住宅履歴作成・保存費用、瑕疵

保険加入費用、維持保全計画の作成費用、工事費用）については当該費用を負担した者

（建築主や住宅購入者）に還元する必要があります。 

※２ 既存住宅状況調査およびそれに準ずる調査・点検 
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※３ 補助額は住宅の質の向上に要する経費（ただし、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第

７条第１項に規定する市街化調整区域に該当する区域であって土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する法律第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域又は浸

水想定区域（水防法（昭和 24年法律第 193号）第 14条第項若しくは第２項に規定する洪

水浸水想定区域又は同法第 14条の３第１項に規定する高潮浸水想定区域であって、浸水想

定高さ３ｍ以上の区域に限る。）に該当するものにおける住宅の新築においては当該経費の

２分の１）の３分の１以内の額とする。 

 

※４ 一定の要件は以下のとおり。 

 ①土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57

号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域外で行われるものであること。 

②省エネ基準（建築物省エネ法第 2 条第 3 号に定める建築物エネルギー消費性能基準）に適合

すること。 

③都市再生特別措置法（平成 14 年法律第 22 号）第 88 条第１項に規定する住宅等を新築する行

為の場合にあっては、同条第５項の規定に基づく公表に係るものでないこと。 

 ④建築基準法第 39 条第１項に規定する災害危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律（昭和 44 年法律第 57 号）第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域又は地すべ 

り等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第３条第１項に規定する地すべり防止区域と重複する 

区域に限る。）外で行われるものであること。 
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ア．住宅の適切な維持に要する経費（補助率：定額） 

 

住宅の質の適切な維持・向上に要する経費としては、以下に示す項目に要する経費が補助対象

となります。 

 

（ⅰ）インスペクションの実施 

（ⅱ）住宅履歴情報の作成・保存 

（ⅲ）瑕疵保険への加入 

（ⅳ）維持保全計画の作成 

 

「性能維持向上に係る費用」の補助を受けるには、以下に示す項目の実施が必須となります。 

 

既存の場合、原則として（ⅰ）、（ⅱ）、（ⅲ）、（ⅳ）の全て 

新築の場合、（ⅱ）、（ⅳ） 

    

（ⅰ）インスペクションの実施 

・ 本事業におけるインスペクションとは、原則として、既存住宅状況調査方法基準（平成 29

年国土交通省告示第 82 号）もしくは既存住宅インスペクション・ガイドライン（平成 25

年６月国土交通省）に基づいて行うものとします。 

・ リフォーム工事を行う場合は、インスペクションで確認された劣化事象について補修を行

うこととします。ただし、当面の補修を必要としないものに限り、維持保全計画に補修・

点検等の対応内容及び時期を定め、完了実績報告書を提出する際に同計画書を事務局へ提

出すればよいものとします。 

・ インスペクションは、買主・売主のどちらが実施したものでも構いません。 

   

   【既存住宅の場合】※新築住宅の場合は補助対象となりません。 

＜必須要件＞ 

・ 既存住宅の購入時又はリフォーム工事着手前にインスペクションを実施すること。 

＜補助対象＞ 

・ 既存住宅の購入時又はリフォーム工事着手前に実施するインスペクション費用。 

 

（ⅱ）住宅履歴情報の作成・保存 

・ 本事業における住宅履歴情報の作成・保存とは、住宅の設計、施工、維持管理等に関する 

情報を生成し、住宅所有者の住宅履歴情報の蓄積・活用をサポートする機関等において蓄 

積するものとします。少なくとも次の①～③の状況に応じて、それぞれに掲げる図書を作 

成し保存することをさします。 

   

①リフォーム工事時 

・設計図書・施工図面・工事の明細・施工写真等の作成 

・作成した図書等及び上記（ⅰ）で実施したインスペクションの結果の保存 
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②既存住宅購入時 

・現況図面・現況写真等の作成 

・作成した図面等及び上記（ⅰ）で実施したインスペクションの結果の保存 

③新築時 

・設計図書･施工図面、工事の明細･施工写真等の保存 

※新築時における図書等の作成に係る経費は補助対象ではありません。 

 なお、上記①～③に示した図書等の他、必要に応じて、例えば以下の図書等についても  

保存･作成する図書等として加えることもできます。 

（例） 請負契約書（新築住宅又はリフォーム工事時）、売買契約書（新築住宅又は既存住

宅）、建築確認申請書類一式（建築確認済証、検査済証、図面（配置図、平面図、立面

図、設備図、構造図等）及び構造計算書 等） 

 

【既存住宅の場合】 

＜必須要件＞ 

・ 既存住宅の購入時又はリフォーム時に住宅履歴情報を作成すること。 

・ 住宅所有者が内容を確認できる仕組みであること。 

＜補助対象＞ 

・ 図面等の作成経費及び住宅履歴の保存のためのサービス利用経費。 

 

【新築住宅の場合】 

＜必須要件＞ 

・ 住宅履歴情報を作成すること。 

・ 住宅所有者が内容を確認できる仕組みであること。 

＜補助対象＞ 

・ 住宅履歴の保存のためのサービス利用経費のみ。 

※ 図面等の作成経費は補助対象となりません。 

 

（ⅲ）瑕疵保険への加入 

・ 本事業における瑕疵保険とは、住宅瑕疵担保責任保険法人が取り扱う「既存住宅売買瑕

疵保険」（既存住宅売買時に加入）、「リフォーム瑕疵保険」（リフォーム時に加入）、また

は「延長保証保険」の証券が発行されることをさします。 

 

【既存住宅の場合】※新築の場合は補助対象となりません。 

＜必須要件＞ 

・ 既存住宅購入時又はリフォーム工事時に「既存住宅売買瑕疵保険」、「リフォーム瑕疵保

険」、または「延長保証保険」に加入すること。 

＜補助対象＞ 

・ 瑕疵保険の加入費用のうち、下表に掲げる金額を控除した額。 
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 【既存住宅売買瑕疵保険及びリフォーム瑕疵保険】 

保険期間 ５年 ２年 １年 

控除金額 ３万円 １.２万円 １万円 

 

【延長保証保険】 

保険期間 １０年 ５年 

控除金額 ３万円 １.５万円 

 

 

（ⅳ）維持保全計画の作成 

・ 本事業における維持保全計画とは、住宅の部位別に、将来行うべき点検の項目や時期、更

新・取替時期の目安等を示した計画書とします。 

・ 維持保全計画書の様式は任意とします（別添３「維持保全計画書の見本」参照）。 

 

【既存住宅の場合】 

＜必須要件＞ 

・ 維持保全計画を作成すること。 

・ インスペクションで確認された劣化事象のうち、当面補修の必要がなく、本事業の補助

を受けたリフォーム工事で補修を行わないものについても、維持保全計画に今後実施す

る補修・点検等の対応内容及び時期を定める必要があります。 

＜補助対象＞ 

・ リフォーム工事時または既存住宅購入時に行う維持保全計画の作成費用。 

 

【新築住宅の場合】 

＜必須要件＞ 

・ 維持保全計画を作成すること。 

＜補助対象＞ 

※ 維持保全計画の作成費用は補助対象とはなりません。 

 

 

イ．住宅の質の向上に要する経費 （補助率：１／３） 

原則として、令和７年１月３１日（金）までに工事及び精算を完了し、令和７年２月１０日

（月）までに完了実績報告書を提出してください。 

 

（ⅰ）既存住宅のリフォーム工事費 

＜必須要件＞ 

① 耐震性評価基準(別添２「耐震性評価基準」参照)を満たすこと。 

② リフォーム工事着手前のインスペクションで確認された劣化事象のうち、劣化が著しいと

指摘された事象については、当該リフォーム工事により補修を行うこと。 
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＜補助対象＞ 

・ 上記必須要件②を満たすために必要なリフォーム費用（リフォーム工事着手前のインスペ

クションで確認された劣化事象のうち、劣化が著しいと指摘された事象の補修費用） 

・ 各協議会等において設定した住宅の性能基準に適合させるためのリフォーム費用 

  ※ 補助額についてはこれに１／３を乗じたものとなります。 

  ※ 審査の上、減額することがあります。 

  ※ 住宅の性能基準に適合させるためのリフォーム費用については、各協議会等において設

定した住宅の性能基準との関係を明確にする必要があります。 

 

 

（ⅱ）新築住宅の工事費（資産価値が向上した掛かり増し分） 

＜必須要件＞ 

・ 原則として、長期優良住宅の認定 または設計住宅性能評価のうち長期優良住宅相当以

上の等級を取得した住宅で一定の要件※を満たすこと。 

※ 一定の要件は以下のとおり。 

①土砂災害特別警戒区域外で行われるものであること。 

②省エネ基準（建築物省エネ法第2条第3号に定める建築物エネルギー消費性能基準）に 

適合すること。 

③都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）第88条第１項に規定する住宅等を新築す 

る行為の場合にあっては、同条第５項の規定に基づく公表に係るものでないこと。 

  ④建築基準法第39条第１項に規定する災害危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に 

関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域又は 

地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項に規定する地すべり防止区域と 

重複する区域に限る。）外で行われるものであること。 

＜補助対象＞ 

・ 各協議会において設定した住宅の性能基準に適合させるための掛かり増し分（ただし、都

市計画法第７条第１項に規定する市街化調整区域に該当する区域であって土砂災害警戒区

域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第７条第１項に規定する土砂災害警戒

区域又は浸水想定区域（水防法第 14 条第１項若しくは第２項に規定する洪水浸水想定区域

又は同法第 14 条の３第１項に規定する高潮浸水想定区域であって、浸水想定高さ３ｍ以上

の区域に限る。）に該当するものにおける住宅の新築においては当該経費の２分の１）が補

助対象となります。 

・ 住宅の性能基準に適合させるための掛かり増し分については、各協議会等において設定し

た住宅の性能基準との関係を明確にする必要があります。 

※ 掛かり増し費用は、「設定した性能基準に適合するための新築工事費」から「一般的な

仕様で工事した場合の新築工事費用」を引いた差分とする。 

※ 補助額についてはこれに１／３を乗じたものとなります。 

※ 審査の上、減額することがあります。  
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【留意点】 

※ 以下の①～⑦の工事については、原則として開発する仕組みに対応するための質の

向上に要する経費の対象にはなりません。 

 

① 店舗併用住宅等における住宅部分以外の工事 

② 専ら個人の嗜好に基づくリフォーム工事 

③ 住宅に組み込まれない設備・機器等の導入・交換工事 

④ 外構・庭・塀・地盤に関する工事 

⑤ 太陽光発電設備の設置工事 

⑥ 建物本体のインナーガレージ工事 

⑦ 本補助事業の主旨に合わないと判断される工事 

※上記以外にも審査の結果、減額もしくは経費の対象とならない場合があります。 
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Ⅱ．補助事業の進め方 

 

Ⅱ-１． 交付申請から補助金受領までの流れ 

 

① 提案の採択決定及び通知 

国土交通省から提案者（協議会などの場合には、代表者。以下同じ。）のうち採択された者

には「採択通知書」が送付されます。採択された者は、この「採択通知書」を受けて「交付

申請」の準備を始めてください。なお、提案した内容の全てが採択されるとは限りませんの

で、「採択通知書」に記載された内容を十分に確認してください。 

 

② 交付申請（「交付変更申請」を含む。以下同じ。） 

採択された者は、別途案内する期間内に事務事業者へ交付申請をしてください。また、国

土交通省より交付変更申請の許可を得た補助事業者のみ、事務事業者の指示に従い、交付変

更申請を行ってください。 

※ 交付変更申請を行わずに内容を変更した場合、当該事業に係る費用については補助対象

となりませんのでご注意ください。 

 

③ 交付決定 

事務事業者による審査を経た後、「交付決定通知書」が送付されます。この交付申請・交付

決定の手続きをもって補助事業に着手することができます。交付決定日より前になされた契

約、使用した費用については補助対象となりませんのでご注意ください。 

※ 交付決定された内容以外の費用については補助対象となりません。 

 

※ 補助事業実施状況の報告 

調査・評価事業者、事務事業者より別途案内されますが、交付対象となった補助事業につ

いての進捗状況について所定の様式で報告頂きます。 

 

※ 仕組みの開発事業の完成報告（先導型事業のみ） 

仕組みの開発が完了した後、速やかに「仕組みの開発事業完成報告書」を国土交通省へ提

出してください。提出されない場合、採択の取消しや、次年度以降の採択は行われないこと

があります。 

 

④ 完了実績報告 

当該年度分の補助事業が完了した後、定められた期限までに「完了実績報告書」を事務事

業者へ提出してください。 

 

⑤ 額の確定 

事務事業者による審査を経た後、「額の確定通知書」が送付されます。 

 

⑥ 補助金の受領 

「額の確定通知書」が送付された後、交付申請時に指定した口座に補助金が振込まれます。 
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Ⅱ-2． 補助事業の実施フロー（予定） 

年月 補助事業者  事務事業者等 

Ｒ６.５ 

 

 

Ｒ６.５～ 

 

 

Ｒ６.５～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
※交付申

請額等を

変更する

場合 

 
 
 

 
 
 
R７.２ 
 

 

 

 

 

 

R７.３ 

「採択通知書」の受領 

 

 

②交付申請 

別途案内する受付期間内に申請する。 

 
 
「交付決定通知書」の受領（初回） 

 事業着手 

 

※補助事業実施状況の報告 

別途、調査・評価事業者、事務事業者 

より案内されます。 

 
 

※仕組みの開発の完成報告（先導型のみ） 
仕組みの開発事業が完成次第、必要書類を
国土交通省へ提出。 

 
 ・仕組みの開発事業完成の確認書受領 
・仕組みの周知、性能維持向上事業開始 
（開始前に交付変更申請が必要です。） 

 

②交付申請（交付変更申請） 

※ 国土交通省より交付変更申請の許可を得
た協議会のみ変更申請をおこなう。 

 

 

「交付決定変更通知書」受領（２回目以降） 

 

 事業終了 

 

④完了実績報告 

事業の終了後、メールで様式一式を事務事業
者に送付し内容の確認を受けてから 
令和７年２月１０日(月)までに「完了実績報
告書」を提出。 
 
 
 

「額の確定通知書」の受領 

 

⑥補助金の受領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①提案の採択決定及び通知 

国土交通省より採択通知書の
送付 

 

審査 

事務事業者が申請内容の適正
性の確認 

 

③交付決定 

事務事業者より「交付決定通
知書」の送付 

 

国土交通省による内容の確認 
必要に応じて補助限度額の変
更及び通知 

 

 

国土交通省による内容の確認 
 
 
 
・仕組みの開発事業完成の確 
認書送付 

 
 
 

事務事業者が申請内容の適正 

性の確認 

 

 

③交付決定（交付変更決定） 

事務事業者より「交付決定通
知書」の送付 

 

 

書類審査 

必要に応じ現場検査 

 

 

⑤額の確定 

 

補助金の支払い 
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Ⅲ．交付申請 
 

（１）交付申請とは 

採択された者は補助金を受けるために、まず交付申請を行う必要があります。交付申請で

は、補助事業を実施するために必要となる費用等を事務事業者へ提出します。 

本事業においては目的ごとに「仕組みの開発に要する経費」、「体制整備及び周知に要する費

用」、「性能維持向上に要する費用」の３種類の経費があります（採択通知書の内容に応じて申

請を行ってください）。 

※ 交付申請がなされない場合、採択された事業であっても補助金が交付されませんので 

ご注意ください。 

※ 交付申請の内容が、採択された内容と異なっている場合も補助金の交付は受けられませ

ん。 

※ 「仕組みの開発に要する経費」の申請は先導型事業のみ必要です。 

 

（２）交付申請の原則 

交付申請の承認（交付決定通知書）を受けてから（交付決定の日付以降に）着手された事業

であり、事業期間内に精算されたものが補助金交付の対象となります。 

     

（３）交付申請をする者 

採択を受けた協議会の代表提案者となります。 

 

（４）仕組みの周知及び性能維持向上の交付申請ができる要件（先導型事業のみ） 

国土交通省からの採択通知書において、「体制整備及び周知に要する経費」「性能維持向上に 

要する経費」が記載されている協議会のみとなります。 

※仕組みの周知、性能維持向上を実施するためには、仕組みの開発が完了した後、「仕組みの 

開発事業完成報告書」とともに開発した金融商品を説明するものなどの資料（企画書、パ 

ンフレット、ちらし等）を提出し、国土交通省が完成を認め、事務事業者から「仕組みの開 

発事業完成の確認書」を受理している必要があります（「Ⅶ. 仕組みの開発事業の完成報

告」参照）。 

 

Ⅲ-１．交付申請時の提出書類 

表２「交付申請時の提出書類一覧」に従って、必要書類を事務事業者に提出してください。 

 

Ⅲ-２． 交付申請書類の提出期限等 

 交付申請の手続きは、別途案内する受付期間内に行ってください。交付申請書類に不足や重大

な不備がないことを確認できた場合は受付となります。受付時の連絡は行いません。書類が整っ

ていない場合や不備･不足がある場合は受理せず、電話又は電子メールで不備・不足の内容を連絡

します。定められた期日までに不備･不足の解消がされない場合は不受理とします。 

交付申請書類は事前に事務事業者でのチェックを必須とします。期限までに提出しない場合、

採択取り消しとなることがあります。 
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Ⅲ-３． 交付申請書の提出方法 

（１）提出先 

本マニュアルに係る提出書類等は、全て以下の事務事業者へ提出してください。 

 

事務事業者：一般財団法人住宅保証支援機構 

住   所：〒１６２－０８２５ 

東京都新宿区神楽坂６－６７－３Ｆ 

 電子メール：shienshitsu@how.or.jp 

 

（２）提出方法 

電子ファイルを添付のうえ、上記の電子メールアドレス（shienshitsu@how.or.jp）宛てに送付

ください。なお、メール件名を「令和６年度住宅ストック維持・向上促進事業（良質ストック）

の交付申請書提出」として下さい。 

 

（３）提出書類の書式等 

本マニュアルに係る提出書類は、全て以下の書式体裁によって作成してください。 

 

【提出物の書式と体裁】 

○提出書類は、日本語の活字体（手書きは不可）で、原則としてＡ４サイズとします。 

○提出時は必要書類を一括してメール送付してください。分割による送付や部分的な差し替えは

受理できません。 

 

【電子ファイルの形式】 

○電子ファイルを作成するアプリケーションソフトは、Microsoft 社の Word、Excel、

PowerPointとし、保存形式もこれに従います。様式については Excel等のファイル形式のま

ま保存したものと、一式 PDF化したファイルを提出してください。 

○文書作成時に、一般的に使用されないフォントは使用しないで下さい。また、電子ファイルの

容量が過大にならないよう工夫してください。なお、提出書類のうち任意書式のもの（説明資

料である計画図書等）については、PDFファイルでの提出も可能とします。これ以外の電子フ

ァイル形式や、自動解凍ファイル等の圧縮ファイルは受け付けません。 

○複数の電子ファイルを収める場合には、順番どおりに整列できるように、ファイル名の先頭に

整理番号（同じ桁数＝０１.～１５.など）を付してください。 

※詳細は別途、事務事業者よりご案内いたします。 

 

【その他】 

〇作成済みの交付申請書は事前に事務事業者にメール送信し事前確認を受けてください。 

※ 提出書類の記述内容に虚偽があった場合は採択の取り消しとなることがあります。 
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〈表２ 交付申請時の提出書類一覧〉 

番号 提 出 書 類 様式 開発 
体制 

周知 
性能 

① 
令和６年度 住宅ストック維持・向上促進事業(良質住宅ストッ
ク形成のための市場環境整備促進事業) 補助金交付申請書 

様式
１ 

○ ○ ○ 

② 仕組みの開発に係る補助金申請額の内訳 
様式
２ 

○ - - 

③ 体制整備及び周知に係る補助金申請額の内訳 
様式
３ 

- ○ - 

④ 性能維持向上に係る補助金申請額の内訳 
様式
４ 

- - ○ 

⑤ 
【構成員に変更がない場合】 
構成員に変更がない旨の確認書類 

様式
５ 

○ ○ ○ 

⑥ 
【構成員に変更がある場合】 
構成員リスト（変更） 

様式
６ 

○ ○ ○ 

⑦ 振込口座登録票 
様式
７ 

○ ○ ○ 

⑧ 補助事業者等に関する確認書  
様式
８ 

○ ○ ○ 

⑨ 個人情報の使用に関する確認書  
様式
９ 

○ ○ ○ 

⑩  補助金の受け取り等に関する確認事項 
様式
10 

○ ○ ○ 

⑪ 申請する費目毎の費用についての資料～積算表、見積もり等  - ○ ○ - 

⑫ 
【様式８の１．（１）～（４）の関係会社からの調達がある場
合】３者以上からの見積もり結果 

- ○ ○ ○ 

⑬ 協議会等の団体規約 - ○ ○ ○ 

⑭ 
【委託費が 50％を超える場合】 
委託費が 50％を超える理由書 
※委託費は原則、交付申請額の 50％以内となります。 

- ○ ○ - 

⑮ 採択通知書（写） 
- 

 
○ ○ ○ 

 

【留意点】 

共通 

・ 金額については円単位で作成してください。 

  ・ 必要に応じて追加でその他の資料の提出を求める場合があります。 

※ 費目間の経費の流用は、流用先の経費の３割（当該流用先の経費の３割に相当する金額が 

100万円以下であるときは 100万円）以内の変更は認めます。 

※ 交付申請の際に計上されていなかった費目及び補助対象外とされている費用については、流

用先として認めません。 
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④ 性能維持向上に係る補助金申請額の内訳 

・ 性能維持向上の対象となり得る住戸は、全て記載してください。 

・ 住戸名称は仮称でかまいません。 

・ 項目別補助対象費は見込額で記載してください。 

・ 工事請負契約予定日、着工予定日、工事完了予定日、精算完了予定日を記載してください。 

 

⑩ 構成員間の補助金受け取りに関する確認事項 

・ 補助金は代表者に一括して振り込まれます。補助金を受け取る者が複数になる場合は、補助

金受領後の精算方法について協議会構成員全員と事前に合意している必要があります。構成

員全員と合意の上、本紙を提出してください。 

 

※ 事務事業者及び国土交通省は、補助金の受け取りに関するトラブルに関して一切責任を負い

ません。当事者間で処理していただくこととなります。 

※ 性能維持向上に係る補助精算額（インスペクション費用、住宅履歴作成・保存費用、瑕疵保

険加入費用、維持保全計画の作成費用、工事費用）については当該費用を負担した者（建築

主や住宅購入者）に還元する必要があります。このため完了実績報告時に当該費用負担者と

事業者との同意書の提出が求められます。 

 

⑫ ３者以上からの見積もり結果 

・ 様式８の「補助事業者等に関する確認書」の「１．本補助事業において、以下の（１）～

（４）の関係にある会社から行う調達の有無」で調達ありとなった場合に提出が必要です。

補助事業者は、以下の１～４の関係会社へ補助対象となる業務を発注しようとする場合は、

価格の妥当性を確認するため、３者以上からの見積もり結果を添付してください。 

 

１． １００％同一の資本に属するグループ企業 

２． 補助事業者の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第８条第８項で 

定めるもの。前号を除く。） 

３． 補助事業者、補助事業者の役員又は親族（補助事業者が法人・任意団体の場合は当該法人・任 

意団体の役員の親族）が役員に就任している法人 

４． 補助事業者の役員又は親族（補助事業者が法人・任意団体の場合は当該法人・任意団体の役員

の親族）である個人事業主 

※「親族」とは、配偶者並びに一親等以内の血族および姻族をいいます。 

 

なお、関係会社等のみでしか調達を行えないもの（特殊な部品など）が補助対象として見込

まれる場合は、同等品の見積もりにより、３者見積もりを提出してください。 
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Ⅳ．交付決定 

 

交付申請書の提出を受け、次に掲げる事項等について審査した上で交付決定を行います。 

 

① 交付申請の内容が、補助対象が住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱及び募集要領等

の要件を満たし、国土交通省から通知される採択通知書の内容に整合していること。 

※国土交通省から通知される採択通知書には、提案内容を審査の上、交付上限額及び補助

対象費用の目安が提示されます。 

※交付申請の段階で、補助対象の具体的な審査を行うことになりますので、審査の結果、

補助金の額が採択通知書に記載された交付上限額未満となる場合があります。 

 

② 補助対象費用に国から他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（適正化法）第２条第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号の

掲げる資金を含む。）を受けている対象費用が含まれないこと。 

 

③ 過去３カ年度内に住宅局所管事業補助金において、住宅市場整備推進等事業費補助金交付

要綱第 17（交付決定の取り消し）に相当する理由で補助金の返還を求められたことのある

者等（団体を含む）が補助金の交付対象に含まれないこと。 

 

【留意点】 

事業内容を変更する場合は、国土交通省へ相談し、許可を得た後、事務事業者へ必要書類 

を提出してください。
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Ⅴ．交付申請額等の変更 

 

交付申請内容に変更が発生し、補助事業に要する費用を変更する場合等は、交付変更申請が

必要となります。 

※ 国土交通省より交付変更申請の許可を得た補助事業者のみ、事務事業者の指示に従い、交

付変更申請を行ってください。 

 

Ⅴ-１．交付変更申請時の提出書類 

次頁に示す表３の「交付変更申請時の提出書類一覧」に従って、必要書類を揃えて事務事業

者に電子ファイルを提出してください。 

 

Ⅴ-２．交付変更申請書類の提出期間 

交付申請額等の変更については、別途案内する受付期間内に申請を行ってください。 

 

Ⅴ-３．交付変更申請書の提出方法 

Ⅲ-３.交付申請書の提出方法と同様です。 
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〈表３ 交付変更承認申請時の提出書類一覧〉 

 

 

 

【留意点】 

 共通  

・ 交付変更申請書の金額については円単位で作成してください。 

・ 採択通知書の内容と異なる変更は認められません。 

・ 交付決定額よりも少額で事業が完了することが見込まれる場合は速やかに事務事業者に連

絡し、指示に従ってください。 

・ 事業終了時に提出する「完了実績報告書」の確認時に、採択された提案事業と異なる内容

となったと判断されるものについては、補助の対象となりませんので、事業の内容を変更

する場合は、必ず国土交通省へ相談のうえ、許可を得た後、事務事業者へ必要書類を提出

してください。 

・ 必要に応じて追加でその他の資料の提出を求める場合があります。 

※ 費目間の経費の流用は、流用先の経費の３割（当該流用先の経費の３割に相当する金額が

100万円以下であるときは 100万円）以内の変更は認めます。 

※ 交付申請の際に計上されていなかった費目及び補助対象外とされている費用については、

流用先として認めません。 

 

 

② ～ ④ 補助金申請額の内訳 

 ・ 前回交付申請額を上段に（  ）書で記載してください。変更後の交付申請額を下段に記

載してください。 

 

 

 

番

号 
提 出 書 類 様式 開発 

体制 

周知 
性能 

①  
令和６年度 住宅ストック維持・向上促進事業(良質住宅ストッ
ク形成のための市場環境整備促進事業)補助金交付変更申請書 

様式１変 ○ ○ ○ 

② 仕組みの開発に係る補助金申請額の内訳 様式２変 ○ - - 

③ 体制整備及び周知に係る補助金申請額の内訳 様式３変 - ○ - 

④ 性能維持向上に係る補助金申請額の内訳 様式４変 - - ○ 

⑤ 
【事業内容を変更する場合】 
事業内容変更申請書 

様式５変 ○ ○ ○ 

⑥ 
【事業内容を変更する場合】 
・事業内容変更を証するもの 
・国土交通省が事業内容変更を許可したことがわかる書類等 

- ○ ○ ○ 
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Ⅵ． 補助事業実施状況の報告 
 

国土交通省より、調査・評価事業者、事務事業者を通じて、補助事業者に本事業の進行に関す

る報告を求めます。詳細は調査・評価事業者、事務事業者より案内されます。 

また、必要に応じて本事業の進行に関する個別ヒアリングの実施や、それに基づく取組み事例

の横展開を図る事業（事例集の作成、事例発表等）を実施することがあります。 

 

Ⅵ－１. 月次報告書の提出 

交付対象となった補助事業費の執行状況について、中間報告以降、月次報告を求めます。詳細

は事務事業者より案内されます。 

 

Ⅵ－２. 中間報告書の提出 

年度途中で本事業の進行、補助事業費の執行状況について中間報告を求めます。詳細は調査・

評価事業者、事務事業者より案内されます。補助事業費の執行状況の報告については、別添 1費

目一覧表に基づき、執行済み分のエビデンスの提出も求めます。 
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Ⅶ.仕組みの開発事業の完成報告 
 

仕組みの開発事業の完成とは、以下の①～④の取組みが全て完成しており、仕組み全体のマ 

ニュアル、フロー、使用するチェックリスト、計画書等の書類も完成していることをいいます。 

 

① 住宅の性能・維持保全に関する取組み 

② 住宅の資産価値の適正評価に係る取組み 

③ 金融・流通商品開発に係る取組み 

④ ブランド化・情報提供の取組み 

  

Ⅶ-１. 仕組みの開発事業の完成報告の提出書類 

仕組みの開発が完了した協議会は、以下の①～②の書類を揃えて国土交通省と調査・評価事業

者に提出します。 

 

① 住宅ストック維持・向上促進事業（良質住宅ストック形成のための市場環境整促進事業に

係る仕組みの開発事業）完成報告書 

② 開発した仕組みが完成していることが証明できるもの（開発した金融商品のパンフレッ

ト、ちらし、マニュアル、使用するフォーム等該当する資料全て） 

 

Ⅶ-２. 仕組みの開発事業の完成報告の提出について 

 仕組みの開発が完了次第、必要書類を国土交通省と調査・評価事業者に提出してください。 

 

Ⅶ-３. 仕組みの開発事業の完成報告の提出方法 

（１）提出先 

・国土交通省住宅局参事官（住宅瑕疵担保対策担当）付 

良質住宅ストック形成のための市場環境整備促進事業担当（吉田、柴田） 

・調査・評価事業者 

株式会社ニッセイ基礎研究所社会研究部 

 

（２）提出方法 

メールにてデータをお送りください。 

【送り先】 

・国土交通省：hqt-kashitanpo@gxb.mlit.go.jp 

・調査・評価事業者（ニッセイ基礎研究所）：chosa-d@nli-research.co.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:chosa-d@nli-research.co.jp
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Ⅶ-４. 仕組みの開発事業の確認書の受領 

提出された書類については国土交通省にて審査を行い、仕組みの開発事業が完成していると認

められる場合は、事務事業者より「仕組みの開発事業完成の確認書」を送付します。 

 

※仕組みの開発事業の完成が確認された日以降は、「仕組みの開発事業」にかかる費用は請求でき

ません。 

※先導型事業については、仕組みの周知、性能維持向上を実施するには、仕組みの開発が完了し

た後、「仕組みの開発事業完成報告書」とともに開発した金融商品を説明するものなどの資料

（企画書、パンフレット、ちらし等）を提出し、国土交通省が完成を認め、事務事業者から

「仕組みの開発事業完成の確認書」を受理していることが必要です。 
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Ⅷ. 完了実績報告 

 

 補助事業は、交付決定日以降に開始し、交付申請時に予定していた事業が完了し、交付すべき

補助額が最終的に決定し（以下「額の確定」という。）、その補助金を交付することによって終

了します。したがって、補助事業者は交付申請時に予定していた補助事業が完了したときは、遅

滞なく「完了実績報告書」を事務事業者へ提出する必要があります。 

事務事業者では、審査及び必要に応じ現地調査等を行い、交付申請と適合すると認めたときは

補助金の額を確定し、補助事業者に「額の確定通知書」を送付するとともに、補助金の支払いの

手続きを行います。 

 

Ⅷ-１． 完了実績報告時の提出書類 

「表４ 完了実績報告時の提出書類一覧」に従って必要書類を揃えて事務事業者に電子ファイ

ルを提出します。 

 

Ⅷ-２． 完了実績報告書の提出期限等 

完了実績報告書は、令和７年１月３１日までに完了した事業について令和７年２月１０日

（月）必着で事務事業者に提出してください。完了実績報告書が提出されない場合には、補助金

の額の確定を行うことができず、令和６年度分の補助金の支払いをすることが一切できなくなり

ますので、エビデンス・集計表など前もって準備できるものは早めに準備を進めてください。 

記入済みの完了実績報告様式およびエビデンスは事前（１月中旬以降作成でき次第）に事務事

業者にメール送信し,事前確認を受けてください。 

 

Ⅷ-３． 完了実績報告書の提出方法 

（１）提出先 

「Ⅲ-３.交付申請書の提出方法（１）提出先」と同様です。 

 

（２）提出方法 

 「Ⅲ-３.交付申請書の提出方法（２）提出方法」と同様です。 

 

（３）提出書類の書式等 

「Ⅲ-３.交付申請書の提出方法（３）提出書類の書式等」と同様です。 
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〈表４ 完了実績報告時の提出書類一覧〉 

番

号 
提出書類 様式 開発 

体制 

周知 

性能維持 

向上 

既存 

住宅 

新築 

住宅 

①  

令和６年度住宅ストック維持・向上促進事業（良質

住宅ストック形成のための市場環境整備促進事業）

補助金完了実績報告書 

様式１完 ○ ○ ○ ○ 

② 請求書 様式２完 ○ ○ ○ ○ 

③ 科目別決算内訳 様式３完 ○ ○ ○ ○ 

④ 仕組みの開発に係る補助金精算額の内訳 様式４完 ○ - - - 

⑤ 体制整備及び周知に係る補助金精算額の内訳 様式５完 - ○   

⑥ 性能維持向上に係る補助金精算額の内訳 様式６完 - - ○ ○ 

⑦ リフォームの工事内容一覧表 様式７完 - - ○ - 

⑧ 新築の工事内容一覧表 様式８完 - - - ○ 

⑨ 対象住宅の全景写真 様式９完 - - ○ ○ 

⑩ リフォーム工事箇所の写真 様式 10 完 - - ○ - 

⑪ 掛かり増し工事箇所の写真 様式 11 完 - - - ○ 

⑫ 建築士による工事内容確認書 様式 12 完 - - ○ ○ 

⑬ 工事内容を確認した建築士の建築士免許証（写） - - - ○ ○ 

⑭ 補助金の受け取り等に関する同意書 
様式 13－１完 

Or １３－２完 
- - ○ ○ 

⑮ 

申請する費目毎の費用がわかるもの 

・補助事業実績報告集計表 

・積算表、見積書等、及び根拠資料 

※別添１「費目一覧表」参照 

- ○ ○ - - 

⑯ 協議会等の会議議事録（写） - ○ ○ - - 

⑰ 協議会で配布した資料 - ○ ○ - - 

⑱ 説明会等の写真、記録等 - ○ ○ - - 

⑲ 

補助金によって作成したちらし、パンフレット、 

ポスターなど印刷物、広告宣伝 

補助金で作成した調査報告書、企画書など（委託ま

たは発注したものを含む） 

- ○ ○ - - 

⑳ 検査シート又は建物状況調査の結果の概要（写） - - - ○ - 

㉑ 
インスペクション実施者が既存住宅状況調査技術者

であることが確認できるもの 
- - - ○ - 

㉒ 住宅履歴情報一覧 - - - ○ ○ 

㉓ 
リフォーム瑕疵保険、既存住宅売買瑕疵保険、又は

延長保証保険の付保証明書（写） 
- - - ○ - 

㉔ 
維持保全計画書（写） 

※別添３「維持保全計画書の見本」参照 
- - - ○ ○ 

㉕ 

リフォーム工事及び新築工事費用が確認できるもの 

・工事請負契約書（写） 

・工事費の内訳がわかる見積書等（写） 

- - - ○ ○ 
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・工事費領収書（写） 

・工事費送金伝票等（写） 

※工事事業者が再委託した場合、当該委託先との契

約による領収書（写）が必要。 

※別添４「工事の内訳がわかる見積書の作成例」 

参照 

㉖ 

一般的な仕様で工事した場合の工事費用が確認でき

るもの 

・工事費の内訳がわかる見積書（写） 

- - - - ○ 

㉗ 

工事完了したことを確認できるもの 

・完了検査済証（写） 

・住宅瑕疵担保責任保険の付保証明書（写） 

・建設住宅性能評価書（写） 

・建物に係る不動産登記の現在事項証明書 

- - - - ○ 

㉘ 

長期優良住宅認定又は設計住宅性能評価（長期優良

住宅相当以上の等級）を受けた住宅かつ省エネ基準

に適合であることを確認できるもの。ただし、土砂

災害特別警戒区域外の住宅かつ都市再生特別措置法

（平成 14 年法律第 22 号）第 88 条第５項の規定に

基づき、公表された住宅でないもの。 

・長期優良住宅の認定通知書（写）又は設計住宅 

性能評価書（写） 

・省エネ基準への適合性に関する説明書（写） 

・土砂災害特別警戒区域外であることが分かる資 

 料 

・別添５「住宅の質の向上に要する経費の補助に 

関する誓約書」 

- - - - ○ 

㉙ 

【消費税の仕入控除を申告する場合】 

本補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額を

確認できるもの 

・消費税仕入控除税額報告書 

・消費税及び地方消費税の申告書類（写） 

・本補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除

額の算出明細書 

様式 14 完 

（消費税仕入控

除税額報告書） 

○ ○ ○ ○ 

㉚ 
【振込口座に変更がある場合】 

・振込口座登録票（変更） 
様式 15 完 ○ ○ ○ ○ 

㉛ 

【インスペクション費用を請求する場合】 

・インスペクション費用見積書（写） 

・インスペクション費用領収書（写） 

・インスペクション費用請求書（写） 

※工事請負業者が再委託した場合、当該委託先との

契約による領収書（写）が必要。 

- - - ○ - 

㉜ 

【住宅履歴の作成・保存費用を請求する場合】 

・住宅履歴費用見積書（写） 

・住宅履歴費用領収書（写） 

・住宅履歴費用請求書（写） 

- - - ○ ○ 

㉝ 

【リフォーム瑕疵保険、既存住宅売買瑕疵保険、又

は延長保証保険への加入費用を請求する場合】 

・保険料及び検査料見積書（写） 

- - - ○ - 
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・保険料及び検査料請求書（写） 

・保険料及び検査料送金伝票等（写） 

㉞ 

【維持保全計画の作成費用を請求する場合】 

・維持保全計画の作成費用見積書（写） 

・維持保全計画の作成費用領収書（写） 

・維持保全計画の作成費用請求書（写） 

- - - ○ - 

 

 

【留意点】 

共通 

・ 金額については、円単位で作成してください。 

※ 交付決定後に交付決定の内容にかかわる変更があったにもかかわらず、これらの事項を報告

せず、選定された提案事業と異なる内容となったと判断されるものについては、補助対象と

なりませんので注意してください。 

 

② 請求書 

・ 完了実績報告書類で算出した補助額で作成していただきますが、完了実績報告に対する審査

により補助額が変更される場合があります。この場合は、事務事業者から変更される旨を連

絡いたしますので額を変更した請求書を再提出してください。 

 

④ 仕組みの開発に係る補助金精算額の内訳 

⑤ 体制整備及び周知に係る補助金精算額の内訳 

・ 別添１「費目一覧表」を確認の上、記入してください。 

・ 最終交付決定額を上段に（  ）書で記載してください。また、実費を下段に記載してくだ

さい。 

 

⑥ 性能維持向上に係る補助金精算額の内訳 

・ 工事及び精算が完了している住戸のみ（補助対象となる住戸のみ）記載してください。 

・ 契約等年月日には和暦で正確に記載してください（記入例：令和６年 10月１日）。 

 

⑦ リフォームの工事内容一覧表 

・ 住戸ごとに当書類を作成してください。 

・ 住戸番号は、様式６完と対応させて記入してください。 

・ 補助対象となる工事（インスペクションで確認された劣化事象のうち、劣化が著しいと指摘

された事象に係るリフォーム工事及び設定した性能基準に適合するための住宅の仕様に引き

上げるためのリフォーム工事）のみを記載してください。 

・ 工事の内容は具体的に記入し、工事内容が異なるものは工事番号を分けてください。 

・ 工事番号ごとに工事費が記載されている工事内訳書のページ数を記入するとともに、工事内

訳書にも該当する工事番号を記入してください。 

※ 補助対象とならない工事については記載しないでください。 

 

⑧ 新築の工事内容一覧表 

・ 住戸ごとに当書類を作成してください。 

・ 住戸番号は、様式６完と対応させて記入してください。 

・ 補助対象となる工事（仕組みに対応するために設定した性能基準に適合するための掛かり増

し費用）のみを記載してください。 
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  ※ 掛かり増し費用は、「設定した性能基準に適合するための新築工事費」から「一般的な仕

様で工事した場合の新築工事費用」を引いた差分とする。 

・ 工事の内容は具体的に記入し、工事内容が異なるものは工事番号を分けてください。 

・ 工事番号ごとに工事費が記載されている工事内訳書のページを記入するとともに、工事内訳

書にも該当する工事番号を記入してください。 

※ 補助対象とならない工事については記載しないでください。 

 

⑨ 対象住宅の全景写真 

・ 住戸ごとに当書類を作成してください。 

・ 住戸番号は、様式６完と対応させて記入してください。 

・ 以下に示す全ての写真を提出してください。 

（１）着工前の補助対象住宅（新築の場合は敷地）の周辺を含めた遠景写真 

（２）着工前の補助対象住宅（新築の場合は敷地）の近景写真 

（３）工事完了後の補助対象住宅の周辺を含めた遠景写真 

  （４）工事完了後の補助対象住宅の近景写真 

・ カラーで撮影し、様式９完に上記の写真を貼付けてください。 

・ 看板や電子小黒板等により、現場名、撮影日が確認できる情報を写し込んでください。 

 

⑩ リフォーム工事箇所の写真 

・ 住戸ごとに当書類を作成してください。 

・ 住戸番号は、様式６完と対応させて記入してください。 

・ 以下に示す全ての写真を提出してください。 

補助対象としたリフォーム工事のうち補助精算額の高い上位３工事について、 

（１）施工前の工事箇所の写真 

（２）工事が確認できる施工中の工事箇所の写真  

・ カラーで撮影し、様式 10完に上記の写真を貼付けてください。 

・ （１）及び（２）の写真は同じアングルで（同じ方向から）撮影してください。 

・ 納品書、施工証明書等の書類を工事写真の代わりとすることはできません。 

・ 当該工事を実施した事実が確認できない場合は補助対象とならない、又は減額される場合が

あります。 

・ 看板や電子小黒板等により、現場名、撮影日、部位が確認できる情報を写し込んでくださ

い。 

 

⑪ 掛かり増し工事箇所の写真 

・ 住戸ごとに当書類を作成してください。 

・ 住戸番号は、様式６完と対応させて記入してください。 

・ 補助対象とした掛かり増し工事のうち補助精算額の高い上位３工事について、工事が確認で

きる施工中の工事箇所の写真を提出してください。  

・ カラーで撮影し、様式 11完に上記の写真を貼付けてください。 

・ 納品書、施工証明書等の書類を工事写真の代わりとすることはできません。 

・ 当該工事を実施した事実が確認できない場合は補助対象とならない、又は減額される場合が

あります。 

・ 看板や電子小黒板等により、現場名、撮影日、部位が確認できる情報を写し込んでくださ

い。 

 

⑫ 建築士による工事内容確認書 

・ 住戸ごとに当書類を作成してください。 

・ 住戸番号は、様式６完と対応させて記入してください。 
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・ 建築士において、現地確認や施工業者で保有する工事記録等により、対象住宅の工事が完了

実績報告の内容のとおりであること、対象住宅が設定した品質要件を満たしていることを確

認して記名してください。 

 ※ 記名が無い場合は、本書類は無効となるため、証明する建築士は必ず記名すること。 

・ 「３．本工事と下記報告内容との適合状況」及び「４．設定した住宅の品質要件に対する本

住宅の品質の適合状況」において、適合が確認できなかった場合は、当住戸は補助対象外と

なります。 

・ 当書類を作成するにあたり、故意又は重大な過失による虚偽の記入・証明、未確認での記

入・証明などの行為があったことが判明した場合には、建築士法第 10 条の規定に基づく懲戒

処分の対象になることがあります。 

 

⑭ 補助金の受け取り等に関する同意書 

・ 性能維持向上に係る補助精算額（インスペクション費用、住宅履歴作成・保存費用、瑕疵保

険加入費用、維持保全計画の作成費用、工事費用）については当該費用を負担した者（建築

主や住宅購入者等）に還元する必要があります。 

・ 当該費用を負担した者及び住宅事業者等において、様式 13－１完の補助金の受け取りに関す

る記載内容を確認し同意の上、記名してください。 

・ 買取再販の場合等、当該費用を負担した者が構成員の場合は、様式 13－２完の補助金の受け

取りに関する記載内容を確認し同意の上、記名してください。 

 

⑯～⑲ 

・ 該当する資料を全て提出してください。一部を見本として提出することは不可とします。 

 

⑳ 検査シート及び建物状況調査の結果の概要（写） 

・ 以下に示すいずれかの書類を提出してください。 

（１）講習団体から配布されている検査シート（写） 

（２）建物状況調査書（写） 

・ 調査を実施した既存住宅状況調査技術者の氏名、調査の実施日が確認できるものとします。 

 

㉑ インスペクション実施者が既存住宅状況調査技術者であることが確認できるもの 

・ 以下に示す書類を提出してください。 

既存住宅状況調査技術者修了証明書（写）又は携帯資格証（写） 

 

㉓ リフォーム瑕疵保険、既存住宅売買瑕疵保険、又は延長保証保険の付保証明書（写） 

・ 以下に示すいずれかの書類を提出してください。 

  （１）リフォーム瑕疵保険の付保証明書（写） 

  （２）既存住宅売買瑕疵保険の付保証明書（写） 

  （３）延長保証保険の付保証明書（写） 

※ 保険証券発行依頼や瑕疵保険申込書では代わりの書類にはなりません。 

・ 買取再販住宅等で瑕疵保険の付保証明書(写)の入手が完了実績報告時に困難な場合に限り、

瑕疵保険の申込及び検査への適合でも可とします。その場合、瑕疵保険申込受理書、検査適

合証又は安心Ｒ住宅調査報告書を提出してください。また、先に該当する住宅の瑕疵保険の

付保証明書(写)を後日入手し、必ず事務事業者にご提出ください。 
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㉔ 維持保全計画書（写） 

・ 書式は任意とします（別添３「維持保全計画書の見本」参照）。 

・ インスペクションで確認された劣化事象のうち、当面補修の必要が無く、本事業の補助を受

けたリフォーム工事で補修を行わないものについては、今後実施する補修・点検等の対応内

容及び時期を定めてください。 

 

㉕ リフォーム工事及び新築工事費用が確認できるもの 

・ 以下に示す全ての書類を提出してください。 

（１）補助対象工事が含まれている工事請負契約書（写） 

（変更契約、追加工事等の契約が行われている場合はこれらを含みます。） 

  （２）工事費の内訳がわかる見積書等（写） 

（３）領収書（写） 

（４）送金伝票等（写） 

 

・ （１）工事請負契約書は、受・発注者の記名、契約日、工事期間（始期及び終期）、契約

額、対象住宅の情報（住宅の所在地等）、支払時期・額が明記され、収入印紙の貼付消印や

印紙税納付計器による納付印等があるものに限ります。 

・ （２）工事費の内訳がわかる見積書等は、補助対象工事と補助対象外工事の判別ができるよ

うに明示し、様式７完及び様式８完で付した工事番号を該当する箇所に記載してください。

（別添４「工事の内訳がわかる見積書の作成例」参照） 

・ 工事代金の支払いは、全額、金融機関等の第三者を通じた支払いとします。 

・ （３）領収書は、領収額、発行者(受注者)、発行先(発注者)、支払日が明記され、収入印紙

の貼付消印や印紙税納付計器による納付印等があるものとします。 

・ 発注者と工事請負契約をした事業者が、インスペクション等の業務を別の事業者に委託した

場合は、当該事業者との契約による領収書（写）も提出してください。発注者と契約した費

用と委託した費用が異なる場合は、いずれか低い額を補助対象額とします。 

・ （４）送金伝票等は、金融機関の通帳（表紙及び支払先、支払日等が明記されたページ）、

振込受付書、振込明細書、インターネットバンキング等の写しとします。 

※ 発行者の控えや、発行者独自の出入金管理システムの写しは不可です。 

 

㉖ 一般的な仕様で工事した場合の工事費用が確認できるもの 

・ 掛かり増し費用を算出するために、一般的な仕様で工事した場合の新築工事の内訳がわかる

見積書を提出してください。 

・ 補助対象工事と補助対象外工事の判別ができるように明示し、様式８完で付した工事番号を

該当する箇所に記載してください。（別添４「工事の内訳がわかる見積書の作成例」参照） 

 

㉗ 工事完了したことを確認できるもの 

・ 以下に示すいずれかの書類を提出してください。 

  （１）【建築確認対象建築物の場合】 

完了検査済証（写） 

  （２）【(1)に該当しない場合。住宅であるが、建築確認対象外である場合）】 
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住宅瑕疵担保責任保険の付保証明書（写）又は建設住宅性能評価書（写） 

  （３）【(1)及び(2)に該当しないケース】 

建物に係る不動産登記の現在事項証明書(写)又は施工業者による引渡の証明書 

 

㉘ 長期優良住宅認定又は設計住宅性能評価を受けた住宅かつ省エネ基準の適合等が確認で 

きるもの 

・ 以下に示すいずれかの書類を提出してください。 

（１）【長期優良住宅認定の場合】 

所管行政庁から交付された認定通知書（写） 

（２）【設計住宅性能評価の場合】 

登録住宅性能評価機関から交付された設計住宅性能評価書（写） 

・ 省エネ基準への適合性に関する説明書等を提出してください。 

  ※建築物省エネ法で建築士が 300㎡未満の住宅を設計する際に、建築主に対して省エネ基準

への適合性等について同法第 27条第１項で、交付して説明することが建築士に義務付けら

れている書面。 

・ 国土交通省が運営するハザードマップポータルサイト（https://disaportal.gsi.go.jp/）の 

画面コピー等、土砂災害特別警戒区域外であることが分かる資料を提出してください。 

・ 別添５「住宅の質の向上に要する経費の補助申請に関する誓約書」 

 

㉙ 補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額を確認できるもの 

・ 以下に示す全ての書類を提出してください。 

  （１）消費税仕入控除税額報告書 

（２）消費税及び地方消費税の申告書類（写） 

（３）本補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額の算出明細書 

※ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が

確定した場合には、補助事業完了後であっても必ず事務事業者に本書類を提出してくださ

い。 
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Ⅸ．補助金の支払い 

 

補助金の額を確定した後、事務事業者から補助事業者に補助金が支払われます。 

 

Ⅸ-１．支払時期 

原則として令和７年３月末日までに支払い予定です。提出された完了実績報告書に基づき、 

交付申請の内容に沿って事業が実施されたか書類の審査を行うとともに、必要に応じて現地調査

等を行い、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、支払いの手続きを行います。 

 

Ⅸ-２． 振込先 

補助金は、交付申請時に登録した口座に振り込まれます。 

請求書は、完了実績報告書の提出時に添付してください。ただし、完了実績報告書の審査結果

により、補助額が変更される場合があります。その場合は事務事業者からの連絡内容に従い、請

求書を再提出していただく場合があります。 
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Ⅹ． 事業中及び事業完了後の留意点 

 

（１）補助事業の適正な実施 

補助事業の経費計上については、基本原則となる次の項目を遵守して、適正な経理処理を心

掛けてください。 

≪当補助事業の経理処理原則≫ 

ⅰ 経費計上は、当該事業に直接必要なものに限ります。 

・補助事業の目的に合致しないものはもちろんのこと、補助事業に直接用いたことを特定する

ことができない事務用品等についても計上することができません。 

ⅱ 経費計上は、補助事業期間中に発生したものが対象です。 

ⅲ 当該事業費は、他の事業費と混同して使用しないでください。 

・補助対象となった事業がどの部分であるか明示することができるよう区分経理を明確にして

ください。 

※ 上記のほか、関係法令等に即した適正な処理を心掛けてください。 

※ 支出内容を証明する書類として、補助事業者の経理処理において通常用いている発注、

納品、検収、請求、支払を確認することができる書類（オンライン発注等の場合は、取

引記録等が確認できるもの）を備えておいてください。 

 

（２）消費税等の処理  

補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税

仕入控除税額が確定した場合には、消費税仕入控除税額報告書を速やかに事務事業者に提出し

なければなりません。事務事業者は、この提出を受けた場合には、当該消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額の全部又は一部を国に納付させることを条件とします。 

このため、交付申請時に当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額が明らかな場

合、仕入控除消費税分を減額して交付申請をしてください。また、完了実績報告時に当該補助

金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額が明らかになった場合、仕入控除消費税分を減額し

て完了実績報告をしてください。 

 

※ 完了実績報告時までに消費税及び地方消費税仕入控除額が明らかな場合、完了実績報告

時に消費税仕入控除税額報告書及び添付資料を提出する必要があります。（「Ⅷ.完了実績

報告」参照） 

 

（３）交付決定の取消、補助金の返還、罰則等について 

万一、交付要綱等に反する行為がされた場合には、次に掲げる措置が講じられ得ることに留 

意してください。 

○補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（以下「適正化法」という。）第 17条の

規定による交付決定の取消、第 18条の規定による補助金等の返還及び第 19条第１項の規

定による加算金の納付。（未納額について年率 10.95%の延滞金） 

○適正化法第 29 条から第 32条までの規定による罰則。 

○相当の期間補助金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。 
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（４）補助金の額の確定及び会計検査に伴う資料請求及び現地検査等について 

完了実績報告書の提出を受け、必要に応じ関係資料の提出及び現地検査を行う場合が 

あります。 

また、当該補助事業が会計検査院による検査の対象となった場合には、関係資料の提出や 

現地検査が行われることとなりますので、補助金の適正な執行及び補助事業に関する書類 

（委託等に係る契約関係書類、請求書及び領収書等の経理処理関係書類を含む）の整理・保存

に充分留意してください。 

  

（５）補助事業の実施中及び終了後の経過の報告 

補助事業者は、補助事業終了後３年間（本事業で「性能維持向上（ア．住宅の適切な維持 

に要する経費）」をおこなった場合はこの事業の終了後から）は、取組の状況等の経過報告を 

して頂きます。 

また、必要に応じデータ提供についての協力について相談をさせて頂くことがあります。 

 

（６）公表及びアンケート等への協力 

○補助事業者は、良質住宅ストック形成のための市場環境整備促進等に関するアンケート、ヒ 

 アリングその他の調査に協力していただくことがあります。 

○補助事業者は、自社のホームページ等を活用し、情報提供に努めてください。また、この情 

報については、事務事業者にも適宜提供をしてください。また、必要に応じ作成するホーム 

ページリンクを貼る等の協力を求める場合があります。なお、ホームページに情報を掲載す 

ることが困難な補助事業者については、別途報告等を求めることがあります。 

 

（７）情報の取扱等について 

①情報の公開・活用について 

○プレス発表等について 

採択決定後、採択された事業については「事業名」、「提案者名」、「事業概要」等を国土交通

省、事務事業者又は調査・評価事業者のホームページにて掲載します。 

 

○事業等の公表 

事業の成果について広く紹介するため、パンフレット、ホームページ等に提案内容や報告さ

れた内容に関する情報を使用することがあります。 

この場合、応募書類等に記載された内容について、事業者の財産上の利益、競争上の地位等

を不当に害するおそれのある部分については、当該事業者が申し出た場合には原則公開しま

せん。 

 

②個人情報の利用目的 

取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、セミナー、シンポジウ           

ム、アンケート等の調査を目的として利用することがあります。 

また、同一の提案に対し国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用すること

があります。 
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（８）その他 

補助金の交付等に関しては、本マニュアルによるほか、次の各号に定めるところにより

行ってください。 

 

一 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年法律第 255号） 

二 国土交通省所管補助金等交付規則（平成 12年総理府・建設省令第 9号） 

三 補助事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34年 3 月 12日付け建設省会発

第 74号建設事務次官通達） 

四 公営住宅建設事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34年 4月 15日付け建

設省住発第 120号住宅局長通達） 

五 住宅局所管補助事業等における消費税相当額の取扱について（平成 17年 9月 1日付け

国住総第 37 号住宅局長通知） 

六 住宅局所管補助事業等により取得した財産等の取扱いについて（平成 20年 12月 22日

付け国住総第 67号住宅局長通知） 

七 住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱（令和６年４月１日付け国住生第 391号） 

八 その他関連通達等に定めるもの 

 

本事業において、交付決定の取消しに相当する理由で補助金の返還が生じた場合には、

本申請にかかる個人情報について他省庁・独立行政法人を含む他の補助金担当課に当該返

金事案の概要（提案者名、補助金名、交付決定額、補助事業の実施期間、返還を生じた理

由、講じられた措置の内容等）を提供することがあります。 

 


